年　月  日 

令和８年度地域型食品企業等連携促進事業実施計画書 （要望調査用）
（地域型協調領域実証事業）
 
所 在 地　　
団 体 名
（組織名、会社名など）
代表者氏名　
担当者名
連絡先　TEL
　　　　E-mail

１ 事業の目的及び効果等 
（1） 事業の目的 
※地域の持続的な食料システム確立に向けて解決すべき課題を踏まえた事業の目的を記載すること。 
 
 
 
（2） 事業の効果 
※事業の実施により、事業の目的の実現にどのような効果があるのか記載すること。 
 
 


 
（3） 事業の実施方針 
1 事業実施年度の実施方針 
※当該事業における取組及びスケジュールを記載すること。 
 
 

 
 
2 事業実施年度以降の実施方針 
※事業実施年度以降の当該事業の取組を推進するための取組とスケジュールを記載すること。 
 
 

 
 

２ 事業実施主体等 
（１）事業実施主体及び事業を連携して実施する事業者 
	 
	名称 
	所在地 
	代表者名 
	業種 
	事業上の役割 

	① 
	 
	 
	 
	 
	 

	② 
	 
	 
	 
	 
	 

	③ 
	 
	 
	 
	 
	 


注１：事業実施主体（食品等事業者）を①に記載し、事業を連携して実施する事業者を②以降に記載すること。欄が不足する場合は適宜、番号を付して欄を設けること。 
 
３ 目標年度及び成果目標 
（1） 成果目標の概要 
※事業の内容に応じて設定した定量的な成果目標とその設定根拠を記載すること。 
 
 


 
（2） 定量的な成果目標 
	定量的な成果目標 
	事業実施前年度
（ 年） 
	事業実施年度
（ 年） 
	第２年度（ 年） 

	※目標年度までに地域型協調領域実証事業の直接的な成果が確認できる目標となるよう設定すること
（目標は複数設定可能）。 
	 
	 
	 

	
	第３年度（ 年） 
	第４年度（ 年） 
	目標年度（ 年） 

	
	 
	 
	 


注：事業期間（３年から５年）の最終年度を目標年度とし、目標年度までの間の定量的な数値目標を記載すること。また、目標年度には目標年度と記載すること。 
 
（3） 成果と効果の検証方法 
※１ 成果目標の達成状況を確認できる指標を記載すること。 
※２ 指標の計測・確認方法を明らかにし、事業の実施前後を比較し、成果と効果を客観的に検証する方法を記載すること。 
 













４ 事業内容  
（１）地域型協調領域実証事業の概要 
	概要 

	※事業の内容等を記載する。 


 
５ 事業費積算書 
（1） 経費の効率性 
※最小の経費で事業を効率的に実施するための工夫を記載すること。 
 
 
（2） 積算内訳 
	区分 
	員数 
	単価 
	金額 
	備考（員数等の根拠等） 

	 
	 
	円 
	円 
	 

	 
	 
	 
	 
	 

	 
	 
	 
	 
	 

	 
	 
	 
	 
	 

	 
	 
	 
	 
	 

	合計 
	 
	 

	交付金額 
	 
	 


   注１：備考欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合は「減額した金額○○○円」を、同税額がない場合は「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれぞれ記入すること。 
   注２：人件費を計上する場合は、「補助事業等の実施に要する人件費の算定等の適正化について」
（平成22年９月27日付け22経第960号大臣官房経理課長通知）に基づき、算定すること。 

